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1. 序論 

近年の実験室プラズマにおいて，高周波放電により生成した低気圧プラズマが発散磁場に沿って拡散する際に，

ダブルレイヤー構造が形成され，付随して静電イオン加速現象が起こることが静電プローブ及びレーザー誘起蛍

光法による計測で明らかにされ[1, 2]，particle-in-cell シミュレーション等によっても再現されている[3]．これまで

に発散磁場中ダブルレイヤー形成が観測された装置では，プラズマ源であるガラス管を口径の大きな拡散容器へ

と接続し，プラズマ源出口付近に電磁石または永久磁石により発散磁場を形成したものが主であり[4-7]，近年で

はプラズマ源自体を真空容器内部へ設置した際にも同様の現象が観測されている[8, 9]．またダブルレイヤー形成

のための条件として，プラズマ源内部でのイオンのラーマー半径がプラズマ源半径よりも小さくなる，すなわち

イオンの磁化が必要であることも明らかになってきている[10]．ダブルレイヤー形成の際の電子挙動を調べた結

果では，プラズマ源内部の高エネルギー電子がダブルレイヤーを乗り越えて，下流域に励起されるイオンビーム

を電気的に中和していることが電子エネルギー分布関数の計測により明らかになり[11]，電子の熱的なエネルギ

ーがダブルレイヤーの電位降下を介して効率よくイオンの運動エネルギーへと変換されていると考えられ[12]，

このイオン加速機構のプラズマスラスタへの応用が提案されており，推力の計測も開始されている[13]． 

一方で，プラズマが拡散する過程では密度勾配 (電子の圧力勾配) によってボルツマン電場が形成され，電位

降下の空間特性長は大きく異なるもののイオン加速が起こることが報告されており[14, 15]，ここでも同様に電子

の圧力がボルツマン電場を介してイオンの運動エネルギーへと変換されていると考えられる． 

上記一連の研究で報告されているプラズマ源の直径は6-15 cm程度のものであり，スラスタへの応用で有効で

あると考えられるプラズマ源およびイオンビーム大口径化が課題の一つになっている．そこで本研究においては，

大口径スパイラルアンテナにより大口径ヘリコンプラズマ生成が実現可能な ISAS/JAXA 所有の高密度プラズマ

発生装置[16]において，発散磁場領域におけるイオン加速現象と電位構造形成に関して実験を行ったので報告す

る． 

 

2. 実験装置 

実験は ISAS/JAXA所有の高密度プラズマ発生装置を用いて行った．図1に実験装置概略図を示す．内径約74 cm，

長さ 486cmの円筒型真空容器を有しており，装置の軸方向中心部に 14個のメインコイル，及び装置端に補助コ

イルが設置してあり，装置内部の磁場分布を自在に制御することが可能となっている．真空容器内部をターボ分

子ポンプにより真空排気し背景ガス圧を 10
-6
 Torr程度に減圧した後にアルゴンガスを導入し，内部圧力を 0.05 – 

数10 mTorrの範囲で一定に保つことが出来る．今回の実験ではアルゴンガス圧を0.075 mTorrとして実験を行っ

た．装置の左端には大口径の石英フランジが設置してあり，この位置を z = 0 cm と定義する．石英フランジの大

 

1) 岩手大学 工学部  

2) 東海大学 総合科学技術研究所 

3) 東京農工大 工学研究院 

 



 

 

気側にフラットスパイラルアンテナを設

置し，インピーダンス整合回路を介して

7 MHz，最大5 kWの高周波電力を投入

し，誘導結合性放電，またはヘリコン波

放電により高密度アルゴンプラズマを生

成する．装置径方向のポート (z = 150 

cm) より静電ラングミュアプローブ(LP)，

真空容器内部のモータードライブに静電

イオンエネルギーアナライザー(RFEA)

または LP を設置し，プラズマ電位，プ

ラズマ密度，電子温度，イオンエネルギー分布関数の計測を行うことが可能となっている．今回の実験では高周

波電力をパルス駆動 (パルス幅 50 msec，繰り返し周波数 1Hz) しているため，プラズマが準定常状態に落ち着い

たところでプローブ印加電圧を高速掃引し，パルスプローブ法により信号計測を行った．これらの信号はオシロ

スコープにより平均化した後に，GPIBインターフェースを介してデータ収集が可能となっている． 

 

3. 実験結果 

3-1: イオンエネルギー分布関数計測 

 今回の実験においては，真空容器内に

設置したモータードライブの不調により

軸方向にRFEAを動かすことが困難であ

ったため，RFEAの位置を z = 308 cm (図

２中矢印の位置)に固定して，図 2(a)-2(c)

に示すように外部印加磁場配位を変化さ

せ，等価的に発散磁場の上流域，発散磁

場配位中，下流域におけるイオンエネル

ギー分布関数の計測を行った．図2右側

には，イオン捕集面が径方向を向いた

RFEA (赤線：Radial RFEA) ，及びアンテ

ナ側を向いた RFEA(黒線：Axial RFEA)

で計測したイオンエネルギー分布関数を

示す．図 2(a), 2(b)に示した計測結果では，

二つのRFEAによる計測結果に差異は見

られないが，発散磁場下流に相当する図

2(c)では，Axial RFEAによる計測でのみ

コレクター電圧 30 V と 40V に二つの

ピークが観測された．これは軸方向に加速されたイオンの存在を示唆しており，これにより発散磁場領域におい

て静電的な加速が起きていることが明らかになったといえる． 

 

 

図１：実験装置概略図． 

 

図２：外部印加磁場配位および図中矢印の位置で測定したイオンエ

ネルギー分布関数． 



 

 

3-2: プラズマ密度・電位構造 

 軸方向に可動なモータードライブに設置した LP 及

びRFEAを用いて，プラズマ密度とプラズマ電位の軸方

向分布の計測を行った．ここで外部印加磁場配位は，図

2(b)に示した磁場配位とし，プラズマ密度はイオン飽和

電流から見積もり，プラズマ電位はRadial RFEAで計測

した IEDFのピークから見積もった．図 3に計測結果を

示す．図 3(a)を見ると，プラズマ密度が指数関数的に減

尐していることが分かる．図3(b)に示したRFEAによる

電位構造の計測結果(○)を見ると，z = 300 cm から380 

cm にかけて緩やかな電位降下が起きていることが分か

り，デバイ長の数 10 – 100倍程度の特性長で観測される

ダブルレイヤー構造とは大きく異なると考えられる．上

流域と下流域の電位差は約10 V程度となっており，この

値は図 2(c)で観測された加速イオンのエネルギーと同程

度であることが分かった．すなわち，本実験で観測され

たイオン加速現象は大きな特性長を有する電位降下によ

って生じたものであると考えられる． 

電子がボルツマン関係に従う際にはプラズマ電位p(z) 

の軸方向分布は次式のように表される． 

𝜙𝑝(𝑧) =  𝜙𝑝(𝑧0) + 𝑇𝑒ln (
𝑛𝑝(𝑧)

𝑛𝑝(𝑧0)
)   (1) 

ただし，p(z0)，np(z0) は任意の基準点におけるプラズマ電位，プラズマ密度であり，Teは電子温度 (単位は eV)

である．プラズマ中の電子温度は，電離度が低い場合には電離によるプラズマ生成と壁への粒子ロスのバランス

で決定すると考えられ，イオンがシース端へ突入する速度をボーム速度と仮定して，次式から求めること出来る． 

𝑛𝑔𝐾𝑖𝑧 𝜋𝑅2𝑙 = 2𝜋𝑅(ℎ𝑅𝑙 + 𝑅ℎ𝑙)𝑢𝐵    (2) 

ただし，ng, Kiz, R, l, uB は中性粒子密度，電離レート・コンスタント，半径，プラズマ長，ボーム速度である．ま

た，hR, hlは径方向，軸方向のシース端と中心の密度比であり，今回の計算ではRef. [17]に従った密度比を使用し

た．放電容器内部での一様な放電，及び電子エネルギー分布関数がMaxwell分布であると仮定したグローバルモ

デルを適用した場合に Te ~ 5.8 eVの計算結果が得られた．また径方向への損失が無い場合，すなわち hR = 0とし

た場合にはTe ~ 3 eVの結果が得られ，発散磁場配位を使用している本実験では，上流域では径方向損失が尐なく，

発散磁場の下流域では径方向損失が増加していると予想され，両者の中間領域に相当すると考えられる．今回の

実験でLPにより計測した値は 5.6 eVであり無磁場の場合の計算結果とほぼ近い値を示しているものの，上記の

範囲に相当するため妥当な値であると考えられる．今後密度分布等の計測を含めて議論する必要がある．式(1)と

図 3(a)に示したプラズマ密度，及び電子温度 (5.6 eV) の計測値を用いて求めた電位分布を図 3(b)に□で示す．

Radial RFEAによる計測と計算結果は良い一致を示していることが分かり，今回の実験で観測された電位構造は

ボルツマン関係に従うものであることが分かった． 

 次に，発散磁場に沿ったプラズマ密度の z軸方向分布について考える．プラズマが磁化しており磁力線に沿っ

てプラズマの断面積が変化する無衝突プラズマを仮定すると密度分布は次式のように表される． 

 

図３：(a) プラズマ密度の z軸方向分布．(b) プラ

ズマ電位の軸方向分布．（○：RFEAによる計測結

果，□：図 3(a)の密度計測結果とボルツマン関係

から求めた電位，△：磁場配位とボルツマン関係

から求めた電位分布．） 

(a) 

(b) 



 

 

𝑛𝑝(𝑧)

𝑛𝑝(𝑧0)
=  

𝐵𝑧(𝑧)

𝐵𝑧(𝑧0)
    (3) 

(1)式と(3)式から得られるプラズマ電位分布の計算結果を図 3(b)に△で示す．この結果は，計測した電位分布，及

びプラズマ密度計測結果とボルツマン関係から求めた電位分布と良い一致を示していることが分かる．以上のこ

とから，本実験では磁力線に沿ってプラズマが発散し，プラズマ断面積の変化に伴う密度減尐とそれに伴うボル

ツマン電場の形成によって，イオンが静電的に加速されていると考えられる．すなわちプラズマ生成領域におけ

る電子の圧力がボルツマン電場を介してイオンの運動エネルギーへと変換されていることが明らかになったとい

える． 

4. 結論 

本実験では，大口径高周波プラズマに発散磁場配位を適用した際の静電イオン加速現象の検証を目的として実

験を行い以下のことが明らかになった．本装置においてはダブルレイヤー構造は形成されていないが，磁力線の

発散に伴いプラズマ密度が減尐し，ボルツマン電場が形成されていることが分かった．このボルツマン電場を介

して，プラズマ生成領域の電子が有する熱的なエネルギー，もしくは圧力項がイオンの運動エネルギーへと効率

よく変換されていることが分かった．ダブルレイヤー構造が形成されない要因としては，プラズマ生成領域での

径方向境界条件が大きく影響していると考えられ，現在の装置ではアンテナと容器壁面間に誘起される電磁場で

もプラズマが生成されていると考えられる．そこでプラズマ生成領域をアンテナ全面のみへと限定するような遮

蔽板を設置して，ダブルレイヤー形成と関連する実験を行う予定である． 
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